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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

 

回次 第169期中 第170期中 第171期中 第169期 第170期

会計期間

自 2021年
４月１日

至 2021年
９月30日

自 2022年
４月１日

至 2022年
９月30日

自 2023年
４月１日

至 2023年
９月30日

自 2021年
４月１日

至 2022年
３月31日

自 2022年
４月１日

至 2023年
３月31日

　 　 　 　 　 　

売上高 (百万円) 131,517 130,925 132,182 272,473 267,031

経常利益 (百万円) 6,753 5,854 3,559 18,925 7,062

親会社株主に帰属する
中間(当期)純利益

(百万円) 4,983 1,010 5,123 12,943 2,592

中間包括利益又は
包括利益

(百万円) 6,904 △5,947 10,969 3,681 13,798

純資産額 (百万円) 353,876 344,707 375,113 350,586 364,372

総資産額 (百万円) 573,916 561,661 572,276 574,212 562,070

１株当たり純資産額 (円) 111,803.21 108,960.59 119,020.21 110,787.62 115,470.75

１株当たり中間(当期)
純利益

(円) 1,616.00 327.74 1,661.09 4,196.95 840.40

潜在株式調整後
１株当たり中間(当期)
純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 60.08 59.83 64.15 59.51 63.36

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 2,520 3,511 6,109 12,746 1,399

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 14,517 6,642 13,630 △18,399 2,261

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,059 △1,146 △1,042 △2,032 △2,099

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

(百万円) 84,805 70,512 81,895 61,155 63,054

従業員数
〔ほか、平均臨時
従業員数〕

(人) 7,007 6,941 6,551 6,994 6,793
〔1,763〕 〔1,756〕 〔1,850〕 〔1,803〕 〔1,780〕

 

(注) 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載していない。
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(2) 提出会社の経営指標等

 

回次 第169期中 第170期中 第171期中 第169期 第170期

会計期間

自 2021年
４月１日

至 2021年
９月30日

自 2022年
４月１日

至 2022年
９月30日

自 2023年
４月１日

至 2023年
９月30日

自 2021年
４月１日

至 2022年
３月31日

自 2022年
４月１日

至 2023年
３月31日

　 　 　 　 　 　

売上高 (百万円) 91,671 90,240 90,520 188,198 181,950

経常利益 (百万円) 4,419 4,058 2,624 10,990 2,482

中間(当期)純利益又は
中間(当期)純損失(△)

(百万円) 2,868 △155 4,308 6,054 △379

資本金 (百万円) 650 650 650 650 650

発行済株式総数 (千株) 3,200 3,200 3,200 3,200 3,200

純資産額 (百万円) 186,525 182,072 195,759 186,887 188,163

総資産額 (百万円) 385,746 374,775 380,860 382,942 373,736

１株当たり配当額 (円) 25 25 25 90 70

自己資本比率 (％) 48.35 48.58 51.40 48.80 50.35

従業員数
〔ほか、平均臨時
従業員数〕

(人)
3,651 3,560 3,279 3,619 3,487

〔332〕 〔259〕 〔223〕 〔278〕 〔237〕
 

(注) 中間連結財務諸表を作成しており、中間財務諸表に１株当たり純資産額、１株当たり中間純利益金額及び潜在

株式調整後１株当たり中間純利益金額を注記していないため、１株当たり純資産額、１株当たり中間(当期)純

利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額の記載を省略している。
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２ 【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の内容に重要な変更は

ない。

また、主要な関係会社の異動については、「３ 関係会社の状況」に記載している。
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事業系統図は、次のとおりである。

　

 

 

(注) １. 上記以外に、持分法適用非連結子会社が１社、持分法適用関連会社が38社ある。

２．持分法適用非連結子会社は㈱三和広告社である。また、主な持分法適用関連会社には㈱日刊スポーツ新聞

社、㈱日刊スポーツ新聞西日本、㈱朝日広告社、㈱トッパンメディアプリンテック東京、㈱トッパンメディ

アプリンテック関西、㈱日刊スポーツPRESS、㈱テレビ朝日ホールディングス、朝日放送グループホール

ディングス㈱などがある。九州朝日放送㈱は2023年４月１日付でKBCグループホールディングス㈱に商号変

更している。

３．非連結子会社で持分法非適用だった㈱スペースアイランドは、重要性が増したため連結の範囲に含めた。

４．連結子会社であった㈱朝日アドテックは、2023年４月１日付で㈱朝日新聞メディアプロダクションに吸収合

併され消滅したため、連結の範囲から除外した。

５．連結子会社であった朝日トップス㈱は、2023年７月１日付で朝日新聞販売サービス㈱に吸収合併され消滅し

たため、連結の範囲から除外した。存続会社の商号は㈱AHSに変更した。

６．持分法適用関連会社だった㈱北海道日刊スポーツ印刷社は2023年３月31日で事業を終了、解散したことによ

り重要性が低下したため、持分法の適用範囲から除外した。
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３ 【関係会社の状況】

(1) メディア・コンテンツ事業

前連結会計年度において非連結子会社で持分法非適用だった㈱スペースアイランドは、重要性が増したため連結

の範囲に含めた。

連結子会社であった㈱朝日アドテックは、2023年４月１日付で㈱朝日新聞メディアプロダクションに吸収合併さ

れ消滅したため、連結の範囲から除外した。

連結子会社であった朝日トップス㈱は、2023年７月１日付で朝日新聞販売サービス㈱に吸収合併され消滅したた

め、連結の範囲から除外した。存続会社の商号は㈱AHSに変更した。

持分法適用関連会社だった㈱北海道日刊スポーツ印刷社は2023年３月31日で事業を終了、解散したことにより重

要性が低下したため、持分法の適用範囲から除外した。

 
(2) 不動産事業

異動はない。

 
(3) その他の事業

異動はない。

 
 

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

2023年９月30日現在

セグメントの名称 従業員数(人)

メディア・コンテンツ事業 5,345 〔 　709〕

不動産事業 916 〔　 961〕

その他の事業 290 〔　 180〕

合計 6,551 〔 1,850〕
 

(注) 従業員数は就業人員数であり、臨時従業員は〔 〕内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載している。

 

(2) 提出会社の状況

2023年９月30日現在

セグメントの名称 従業員数(人）

メディア・コンテンツ事業 3,263 〔　221〕

不動産事業 16 〔　　2〕

合計 3,279 〔　223〕
 

(注) １. 従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員数であり、社員のほ

か嘱託(常勤)を含む。

２. 顧問・嘱託(非常勤)、アルバイトなどの臨時従業員は〔 〕内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載し

ている。

 

(3) 労働組合の状況

労使関係について特に記載すべき事項はない。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

(1) 経営方針、経営戦略等及び経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

当中間連結会計期間において、当社グループの経営方針・経営戦略等又は経営上の目標の達成状況を判断するた

めの客観的な指標等について、既に提出した有価証券報告書に記載された内容に比して重要な変更はない。

また、新たに定めた経営方針・経営戦略等又は経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等はな

い。

(2) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について、重要な変

更はない。

また、新たに生じた事業上及び財務上の対処すべき課題はない。

 
 

２ 【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、当半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者が

当社グループの財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識してい

る主要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はない。
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３ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績等の状況の概要

当中間連結会計期間における当社グループ(当社、連結子会社及び持分法適用会社)の財政状態、経営成績及び

キャッシュ・フロー(以下、「経営成績等」という)の状況の概要は次のとおりである。

①　財政状態及び経営成績の状況

日本経済は、新型コロナの規制緩和で訪日外国人と国内客の需要がともに戻ってきたことから回復が進み、日

本銀行が発表した2023年９月の全国企業短期経済観測調査（短観）では、大企業・非製造業の景況感がバブル景

気直後の1991年以来、約32年ぶりの高水準に達した。しかし、新聞業界においては新聞発行部数の減少がさらに

進み、新聞資材など原材料価格高騰も影響して、一層厳しい経営環境が続いている。このため、当社では、新聞

を安定発行するために本紙購読料を2023年５月より改定した。一方、新型コロナの規制緩和に伴い、ホテルの宿

泊客は増加し、ホールの稼働率も上昇しており、当社と当社グループの不動産事業は増収増益となった。また、

イベント事業では当社主催の大型の展覧会で好調な集客が続いている。

このような状況の中、当社と当社グループの持続可能な成長軌道への道筋をつけるべく21年度にスタートした

「中期経営計画2023」が最終年度を迎えた。プリントメディア事業を効率化し、事業構造戦略をさらに進めてい

く。

当社グループの当中間連結会計期間の経営成績は、売上高が132,182百万円で前年同期比1,257百万円(1.0％)の

増収となった。損益については、営業利益が611百万円で同1,455百万円（△70.4％）の減益、経常利益が3,559百

万円で同2,294百万円（△39.2％）の減益、税金等調整前中間純利益は5,842百万円で同4,551百万円（352.6％）

の増益、親会社株主に帰属する中間純利益は5,123百万円で同4,112百万円（406.8％）の増益だった。

セグメントの経営成績は、次のとおりである。

［メディア・コンテンツ事業］

「ともに考え、ともにつくる～みなさまの豊かな暮らしに役立つ総合メディア企業へ」の企業理念のもと、当

社は社会に必要とされるジャーナリズムの担い手であり続けるため、多角的で充実した紙面を展開した。旧統一

教会問題や国土交通省ＯＢによる人事介入問題、誤登録や個人情報漏れなどトラブルが相次ぐマイナンバー問題

などで、読者の高い期待に応えられる報道姿勢に徹してきた。また、新聞製作技術の革新にも取り組んだ。23年

９月に日本新聞協会が発表した新聞技術賞に、当社と子会社の㈱朝日プリンテックが共同開発した「ブランケッ

ト復活装置の開発」が選ばれた。新聞印刷の過程で用いるゴム「ブランケット」の再利用を可能にする装置の開

発に成功し、新聞印刷コスト削減や環境負荷の軽減という業界全体の課題への解決策を示したことが高く評価さ

れた。一方で、当中間連結会計期間における朝日新聞朝刊部数は366万２千部で、前年同期比48万部の減少となっ

た。

デジタルでは、今夏のバーチャル高校野球で、スポーツブル、スポーツナビに加え、新たに本大会でＡＢＥＭ

Ａでの配信を実施した。総再生回数は３億5,667万回と昨年から２倍近く伸びて過去最高になった。地方大会では

初めて49地区での全試合配信を実現した。事業協力金収入も過去最高となり、大幅増益となった。また、関東大

震災から100年の節目となる９月１日に展開した広告特設サイト「もしも今日が、100年前の今日だったら」が、

９月４日時点で30万ＰＶ超えを達成した。サイトを読み進めると画面が突然揺れる仕掛けで、ＳＮＳでも注目を

集めた。紙面広告との連動や、朝デジスペシャル「関東大震災100年」との相互リンク設置も行い、防災減災への

関心が高まるタイミングに合わせて朝日新聞社のコンテンツ力をアピールすることができた。

展覧会では、東京都美術館で開催したマティス展が約45万人の観客を集め好評を得た。出版物では、大型企画

の「ゲッターズ飯田の五星三心占い2024全12冊」が好調だったほか、文庫「傲慢と善良」もヒットした。

当中間連結会計期間の「メディア・コンテンツ事業」に係る売上高は111,210百万円で前年同期比2,086百万円

(△1.8％)の減収、セグメント損失は3,073百万円（前年同期のセグメント損失は1,052百万円）となった。
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［不動産事業］

中之島フェスティバルタワー・ウエストと東京銀座朝日ビルに入る両ホテルは、インバウンド客の増加等によ

り客室単価や稼働率がコロナ禍前を超えるなど好調だった。オフィス賃貸では、㈱朝日ビルディングと連携した

テナントの館内増床や新規誘致などリーシング活動の強化で、入居率の維持向上に取り組んでいる。

当中間連結会計期間の「不動産事業」に係る売上高は19,740百万円で前年同期比3,373百万円(20.6％)の増収、

セグメント利益は3,729百万円で同629百万円(20.3％)の増益となった。

［その他の事業］

その他の事業には、文化事業、人材ビジネス、保険代理業などを含んでおり、当中間連結会計期間の「その他

の事業」に係る売上高は1,232百万円で前年同期比30百万円(△2.4％)の減収、セグメント損失は46百万円（前年

同期のセグメント損失は3百万円）となった。

 
当中間連結会計期間末の総資産は572,276百万円で、前連結会計年度末比で10,205百万円(1.8％)の増加となっ

た。これは、投資有価証券が229,120百万円と同8,711百万円(4.0％)増加し、現金及び預金が102,222百万円と同

6,583百万円(6.9％)増加したことなどの要因による。負債合計は197,162百万円で、同535百万円(△0.3％)減少し

た。これは、繰延税金負債が16,196百万円と同1,472百万円(10.0％)増加した一方、退職給付に係る負債が95,228

百万円と同2,951百万円(△3.0％)減少したことなどの要因による。純資産合計は375,113百万円で、同10,741百万

円(2.9％)増加した。その結果、当中間連結会計期間末の自己資本比率は64.1％となり、前連結会計年度末に比べ

て0.8ポイント増加した。

 
②　キャッシュ・フローの状況

連結ベースの現金及び現金同等物(以下「資金」という)の当中間連結会計期間末の残高は81,895百万円とな

り、前連結会計年度末に比べて18,840百万円(29.9％)増加し、前中間連結会計期間末に比べて11,382百万円

(16.1％)増加した。

　(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当中間連結会計期間における営業活動により得られた資金は6,109百万円となり、前年同期に得られた資金から

2,597百万円(74.0％)増加した。これは、税金等調整前中間純利益が前年同期比4,551百万円増加したことなどの

要因による。

　(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当中間連結会計期間における投資活動により得られた資金は13,630百万円となり、前年同期比6,988百万円

(105.2％)の増加となった。これは、有形固定資産の売却による収入が同5,246百万円増加したことなどの要因に

よる。

　(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当中間連結会計期間における財務活動により支出した資金は1,042百万円となり、前年同期比104百万円(9.1％)

の減少となった。これは配当金の支払が同64百万円減少したことなどの要因による。
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③　生産、受注及び販売の状況

ａ.　生産実績

　　 当中間連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりである。

 

［メディア・コンテンツ事業］

主力商品 部数(千部) 前年同期比(％) 発行回数(回)

朝日新聞朝刊 3,662 △11.6 177

朝日新聞夕刊 1,100 △12.6 149
 

(注) 部数は発行回数１回当たりの部数である。朝日新聞名古屋本社版夕刊は４月28日で休止した。週刊朝日は５月

末で休刊した。

 

［不動産事業］

不動産事業は受注生産形態をとらないため、生産規模及び受注規模を金額、あるいは数量で示すことはしてい

ない。

 

［その他の事業］

その他の事業は、文化事業・電波事業・その他事業であり、広範囲かつ多種多様であるため、生産規模及び受

注規模を金額、あるいは数量で示すことはしていない。

 

ｂ.　受注実績

［メディア・コンテンツ事業］

 新聞については、主に新聞販売店を経由した読者からの受注部数と、即売スタンドでの販売見込部数を生産・

販売している。出版物については、主に書店または即売スタンドでの販売見込部数を生産している。

 

ｃ.　販売実績

　　 当中間連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりである。

セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％)

メディア・コンテンツ事業 111,210 △1.8

不動産事業 19,740 20.6

その他の事業 1,232 △2.4

合計 132,182 1.0
 

(注) セグメント間取引については相殺消去している。
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(2) 経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

経営者の視点による当社グループの経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりである。

なお、文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものである。

 
①　財政状態及び経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容

当社グループの当中間連結会計期間の経営成績等は、「財政状態及び経営成績の状況」で触れたとおり増収と

なり、営業利益と経常利益は減益だったが、親会社株主に帰属する中間純利益で増益を確保した。前事業年度の

有価証券報告書の「優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題」、「事業等のリスク」に記載したように、既

存メディア離れ、新聞広告市場の縮小など経営環境の変化への対応を重要課題として認識している。「中期経営

計画2023」では、21年度からの３年間を構造改革に集中的に取り組む期間とし、持続可能な成長軌道への道筋を

つけることを目指す。23年８月には朝日新聞グループとしての「パーパス・ビジョン」を定め、24年度～26年度

の「中期経営計画2026」の策定にも着手している。

 
主なセグメントごとの財政状態及び経営成績の状況に関する認識及び分析・検討内容は、次のとおりである。

［メディア・コンテンツ事業］

主力事業である朝日新聞を中心としたメディア・コンテンツ事業は、新聞販売部数の減少に加え、読者層の高

齢化や広告媒体の多様化などにより、新聞広告市場や折込広告市場の縮小が続き、売上高の減少傾向が続く。ウ

クライナ情勢に端を発した原燃料費の高騰により、新聞用紙などの諸資材が大幅に値上がりした。当社では、経

費削減に取り組みつつも、新聞を安定発行するために本紙購読料を23年５月より改定した。また、４月末で愛

知、岐阜、三重の３県での夕刊発行を休止した。引き続き、プリントメディア事業の徹底した合理化と長期的な

部数減を見据えた体制整備を進めていく。

 
［不動産事業］

大阪市北区のツインタワー「中之島フェスティバルシティ」や東京都中央区の「東京銀座朝日ビルディン

グ」、同千代田区の「有楽町センタービル（有楽町マリオン）」など、主要な賃貸物件は、順調に稼働してい

る。安定収益の柱として不動産事業の重要性はますます高まっており、広島の基町相生通地区再開発事業や札幌

の北５西１・西２地区再開発事業への参画など新たな収益源となる計画の推進や保有物件の価値最大化などに積

極的に取り組む。また、不動産系グループ企業と緊密に連携しつつ、それぞれの役割に沿って、さらに業務の高

度化、効率化を推進していく。

なお、旧広島朝日ビル跡地を含む広島の基町相生通地区再開発事業は、広島市より2023年10月30日付で権利変

換計画の認可が下りた。事業はＵＲ都市機構や当社グループを施行者とする体制で取り組んでいる。高層棟、変

電所棟、市営駐輪場棟の３棟を建設する計画で、当社は地権者に与えられる権利床及び事業費に充当するために

購入する保留床として高層棟のオフィスなどを取得する。2023年12月に既存建物の解体工事に着手し、2024年10

月に新築着工、高層棟の竣工は2027年度、事業全体の終了は2029年度の予定。

 
②　キャッシュ・フローの状況の分析・検討内容並びに資本の財源及び資金の流動性に係る情報

資本の財源については、独立しかつ安定した経営基盤のもとで企業活動を継続していくことを基本としてお

り、主として営業活動からのキャッシュ・フローを源泉にしている。

また、資金の流動性については、現金及び現金同等物に加え、主要金融機関と提携しており、現在必要とされ

る資金水準を十分満たす流動性を保持していると考えている。

 
③　重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の

分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について変更は行っていない。

 
４ 【経営上の重要な契約等】

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。

　

 
５ 【研究開発活動】

該当事項はない。
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第３ 【設備の状況】

 

１ 【主要な設備の状況】

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。

 

 
２ 【設備の新設、除却等の計画】

当中間連結会計期間における重要な設備の新設、除却等の計画は、以下のとおりである。

(1) 新設

 

会社名
事業所名

所在地
セグメン

トの名称
設備の内容

投資予定金額
資金調達
方法

着手及び完了予定
完成後の
増加能力総額

(百万円)
既支払額
(百万円)

着手 完了

提出会社
大阪本社

広島市
中区

不動産
事業

広島プロジェ
クト

16,500   513 自己資金等 2023年12月 2029年度 未定

 

 
(2) 改修

特記すべき事項はない。

 
(3) 除却

特記すべき事項はない。
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第４ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 3,200,000

計 3,200,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(2023年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2023年12月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 3,200,000 3,200,000 非上場かつ非登録 単元株制度を採用していない。

計 3,200,000 3,200,000 ― ―
 

(注) 当社の発行する株式はすべて譲渡制限株式とし、当社の事業に関係のある者で、代表取締役の承認した者に限

りこれを所有することができる旨を定款で定めている。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項なし。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項なし。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項なし。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2023年９月30日 ― 3,200 ― 650 ― 873
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(5) 【大株主の状況】

2023年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発 行 済 株 式
(自己株式を
除く)の総数
に対する所有
株式数の割合
(％)

朝日新聞社従業員持株会 東京都中央区築地5-3-2 843 26.36

公益財団法人香雪美術館 兵庫県神戸市東灘区御影郡家2-12-1 672 21.02

株式会社テレビ朝日ホールディングス 東京都港区六本木6-9-1 380 11.88

上 野 聖 二 東京都千代田区 352 11.02

凸版印刷株式会社 東京都台東区台東1-5-1 234 7.31

朝日放送グループホールディングス
株式会社

大阪府大阪市福島区福島1-1-30 74 2.31

上 野 貴 生 東京都文京区 50 1.56

上 野 信 三 東京都渋谷区 49 1.54

小 西 勝 英 東京都目黒区 35 1.11

塩　谷　律　子 東京都世田谷区 32 1.03

計 ― 2,724 85.14

 

(注) 所有株式数は千株未満を切り捨て、発行済株式（自己株式を除く）の総数に対する所有株式数の割合は小数点

以下第３位を四捨五入して記載している。

 
(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2023年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 　普通株式　3,200,000 3,199,915 ―

発行済株式総数 　　　　　 3,200,000 ― ―

総株主の議決権 ― 3,199,915 ―
 

(注) 名義人以外から株券喪失登録された85株は議決権の数(個)より除外している。

 

② 【自己株式等】

該当事項なし。
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２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書提出日までにおいて役員の異動はない。
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第５ 【経理の状況】

 

１. 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号)に基づいて作成している。

 

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号)

に基づいて作成している。

 

２.監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間(2023年４月１日から2023年９月30

日まで)及び中間会計期間(2023年４月１日から2023年９月30日まで)の中間連結財務諸表及び中間財務諸表について、

有限責任 あずさ監査法人により中間監査を受けている。
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１ 【中間連結財務諸表等】

(1) 【中間連結財務諸表】

①【中間連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2023年３月31日)

当中間連結会計期間
(2023年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 95,639 102,222

  受取手形 245 ※5  215

  売掛金 18,369 17,957

  契約資産 1,691 2,296

  リース投資資産 1,540 1,497

  有価証券 1,200 2,000

  棚卸資産 2,764 3,050

  その他 10,789 9,569

  貸倒引当金 △57 △57

  流動資産合計 132,183 138,753

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） ※2,※3  128,993 ※2,※3  125,108

   機械装置及び運搬具（純額） ※3  5,718 ※3  5,226

   土地 ※2  55,408 ※2  53,742

   建設仮勘定 501 590

   その他（純額） ※3  2,351 ※3  2,616

   有形固定資産合計 ※1  192,972 ※1  187,283

  無形固定資産 6,473 8,934

  投資その他の資産   

   投資有価証券 220,409 229,120

   繰延税金資産 999 931

   その他 9,235 7,453

   貸倒引当金 △203 △202

   投資その他の資産合計 230,441 237,303

  固定資産合計 429,886 433,522

 資産合計 562,070 572,276
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2023年３月31日)

当中間連結会計期間
(2023年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 20,385 19,770

  短期借入金 ※2  90 ※2  90

  1年内返済予定の長期借入金 1,005 1,013

  リース債務 594 578

  未払法人税等 303 846

  資産除去債務 141 94

  その他 27,822 29,226

  流動負債合計 50,344 51,619

 固定負債   

  長期借入金 5,030 4,534

  リース債務 1,021 1,017

  繰延税金負債 14,724 16,196

  役員退職慰労引当金 309 270

  退職給付に係る負債 98,180 95,228

  資産除去債務 2,308 2,328

  長期預り保証金 25,378 24,832

  その他 400 1,135

  固定負債合計 147,353 145,543

 負債合計 197,698 197,162

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 650 650

  資本剰余金 2,002 2,002

  利益剰余金 312,002 316,912

  自己株式 △6,990 △6,989

  株主資本合計 307,664 312,574

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 41,880 47,933

  繰延ヘッジ損益 △3 △2

  為替換算調整勘定 247 483

  退職給付に係る調整累計額 6,354 6,103

  その他の包括利益累計額合計 48,479 54,518

 非支配株主持分 8,227 8,020

 純資産合計 364,372 375,113

負債純資産合計 562,070 572,276
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② 【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

           (単位：百万円)

          前中間連結会計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2023年４月１日
　至 2023年９月30日)

売上高 130,925 132,182

売上原価 ※1  100,441 ※1  100,529

売上総利益 30,484 31,653

販売費及び一般管理費 ※2  28,417 ※2  31,042

営業利益 2,066 611

営業外収益   

 受取利息 8 11

 受取配当金 832 834

 受取手数料 114 87

 助成金収入 69 10

 持分法による投資利益 2,783 1,949

 その他 157 161

 営業外収益合計 3,966 3,057

営業外費用   

 支払利息 11 10

 寄付金 87 55

 その他 79 42

 営業外費用合計 179 108

経常利益 5,854 3,559

特別利益   

 固定資産売却益 ※3  87 ※3  3,624

 その他 0 38

 特別利益合計 87 3,663

特別損失   

 固定資産売却損 ※4  9 ※4  10

 固定資産除却損 ※5  168 ※5  304

 減損損失 ※6  158 ※6  1,004

 早期割増退職金 ※7  4,281 6

 その他 32 54

 特別損失合計 4,650 1,380

税金等調整前中間純利益 1,291 5,842

法人税、住民税及び事業税 ※8  474 ※8  913

法人税等合計 474 913

中間純利益 816 4,928

非支配株主に帰属する中間純損失（△） △194 △194

親会社株主に帰属する中間純利益 1,010 5,123
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【中間連結包括利益計算書】

           (単位：百万円)

          前中間連結会計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2023年４月１日
　至 2023年９月30日)

中間純利益 816 4,928

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △4,285 3,842

 為替換算調整勘定 78 46

 退職給付に係る調整額 △843 △311

 持分法適用会社に対する持分相当額 △1,712 2,463

 その他の包括利益合計 △6,763 6,040

中間包括利益 △5,947 10,969

（内訳）   

 親会社株主に係る中間包括利益 △5,733 11,161

 非支配株主に係る中間包括利益 △214 △192
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③ 【中間連結株主資本等変動計算書】

 前中間連結会計期間(自 2022年４月１日　至 2022年９月30日)

 (単位：百万円)

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 650 1,990 309,387 △6,990 305,038

当中間期変動額      

剰余金の配当   △208  △208

親会社株主に帰属す

る中間純利益
  1,010  1,010

非支配株主との取引

に係る親会社の持分

変動

 △1   △1

連結範囲の変動又は

持分法の適用範囲の

変動

  308  308

持分法適用会社に対

する持分変動に伴う

自己株式の増減

   0 0

株主資本以外の項目

の当中間期変動額

（純額）

    ―

当中間期変動額合計 ― △1 1,111 0 1,110

当中間期末残高 650 1,989 310,498 △6,989 306,148
 

 

 

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ損益

為替換算

調整勘定

退職給付に係る

調整累計額

その他の

包括利益

累計額合計

当期首残高 42,435 2 30 △5,807 36,662 8,886 350,586

当中間期変動額        

剰余金の配当       △208

親会社株主に帰属す

る中間純利益
      1,010

非支配株主との取引

に係る親会社の持分

変動

      △1

連結範囲の変動又は

持分法の適用範囲の

変動

      308

持分法適用会社に対

する持分変動に伴う

自己株式の増減

      0

株主資本以外の項目

の当中間期変動額

（純額）

△6,307 △5 319 △750 △6,744 △245 △6,990

当中間期変動額合計 △6,307 △5 319 △750 △6,744 △245 △5,879

当中間期末残高 36,128 △2 350 △6,558 29,918 8,640 344,707
 

 

EDINET提出書類

株式会社朝日新聞社(E00718)

半期報告書

21/64



 

 当中間連結会計期間(自 2023年４月１日　至 2023年９月30日)

 (単位：百万円)

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 650 2,002 312,002 △6,990 307,664

当中間期変動額      

剰余金の配当   △144  △144

親会社株主に帰属す

る中間純利益
  5,123  5,123

非支配株主との取引

に係る親会社の持分

変動

    ―

連結範囲の変動又は

持分法の適用範囲の

変動

  △69  △69

持分法適用会社に対

する持分変動に伴う

自己株式の増減

   0 0

株主資本以外の項目

の当中間期変動額

（純額）

    ―

当中間期変動額合計 ― ― 4,909 0 4,909

当中間期末残高 650 2,002 316,912 △6,989 312,574
 

 

 

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ損益

為替換算

調整勘定

退職給付に係る

調整累計額

その他の

包括利益

累計額合計

当期首残高 41,880 △3 247 6,354 48,479 8,227 364,372

当中間期変動額        

剰余金の配当       △144

親会社株主に帰属す

る中間純利益
      5,123

非支配株主との取引

に係る親会社の持分

変動

      ―

連結範囲の変動又は

持分法の適用範囲の

変動

      △69

持分法適用会社に対

する持分変動に伴う

自己株式の増減

      0

株主資本以外の項目

の当中間期変動額

（純額）

6,052 0 236 △251 6,038 △206 5,831

当中間期変動額合計 6,052 0 236 △251 6,038 △206 10,741

当中間期末残高 47,933 △2 483 6,103 54,518 8,020 375,113
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④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前中間連結会計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2023年４月１日
　至 2023年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前中間純利益 1,291 5,842

 減価償却費 6,528 5,607

 減損損失 158 1,004

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △35 △0

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △4,475 △3,399

 役員賞与引当金の増減額（△は減少） △4 -

 役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △83 △38

 早期割増退職引当金の増減額（△は減少） 4,262 -

 受取利息及び受取配当金 △841 △846

 支払利息 11 10

 持分法による投資損益（△は益） △2,783 △1,949

 投資有価証券売却損益（△は益） 0 △0

 固定資産売却損益（△は益） △77 △3,614

 固定資産除却損 168 304

 売上債権の増減額（△は増加） 1,007 360

 棚卸資産の増減額（△は増加） △217 △214

 仕入債務の増減額（△は減少） △2,295 △764

 未払消費税等の増減額（△は減少） △509 733

 預り保証金の増減額（△は減少） △14 △546

 その他 △506 1,954

 小計 1,582 4,442

 利息及び配当金の受取額 2,036 1,914

 利息の支払額 △11 △10

 早期割増退職金の支払額 - △506

 法人税等の還付額 508 891

 法人税等の支払額 △603 △621

 営業活動によるキャッシュ・フロー 3,511 6,109
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           (単位：百万円)

          前中間連結会計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2023年４月１日
　至 2023年９月30日)

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の預入による支出 △55,332 △26,163

 定期預金の払戻による収入 66,779 40,220

 有価証券の取得による支出 △2,499 △2,000

 有価証券の売却及び償還による収入 4,100 1,200

 有形固定資産の取得による支出 △4,016 △2,086

 有形固定資産の売却による収入 188 5,434

 有形固定資産の除却による支出 △103 △169

 無形固定資産の取得による支出 △1,527 △2,229

 投資有価証券の取得による支出 △1,325 △498

 投資有価証券の売却及び償還による収入 0 0

 貸付けによる支出 △462 △581

 貸付金の回収による収入 512 414

 その他 328 89

 投資活動によるキャッシュ・フロー 6,642 13,630

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 長期借入金の返済による支出 △506 △513

 ファイナンス・リース債務の返済による支出 △418 △370

 配当金の支払額 △208 △144

 非支配株主への配当金の支払額 △13 △14

 財務活動によるキャッシュ・フロー △1,146 △1,042

現金及び現金同等物に係る換算差額 66 41

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 9,074 18,738

現金及び現金同等物の期首残高 61,155 63,054

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

282 101

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※1  70,512 ※1  81,895
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【注記事項】

(中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

１．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数                     27社

連結子会社名は「第１ 企業の概況 ２ 事業の内容」に記載しているため、省略した。

　前連結会計年度において非連結子会社であった㈱スペースアイランドは、重要性が増したため当中間連結会計期

間より連結の範囲に含めた。

　連結子会社であった㈱朝日アドテックは、2023年４月１日付で㈱朝日新聞メディアプロダクションに吸収合併さ

れ消滅したため、連結の範囲から除外した。

　連結子会社であった朝日トップス㈱は、2023年７月１日付で朝日新聞販売サービス㈱に吸収合併され消滅したた

め、連結の範囲から除外した。存続会社の商号は㈱AHSに変更した。

 
(2) 主要な非連結子会社の名称等

主要な非連結子会社

㈱三和広告社

連結の範囲から除いた理由

非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、中間純損益(持分に見合う額)及び利益剰余金

(持分に見合う額)等は、いずれも中間連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためである。

 
２．持分法の適用に関する事項

(1) 持分法適用の非連結子会社数         1社

会社名

㈱三和広告社

 
(2) 持分法適用の関連会社数             38社

主要な会社名

㈱日刊スポーツ新聞社

㈱トッパンメディアプリンテック東京

㈱朝日広告社

㈱テレビ朝日ホールディングス

　持分法適用関連会社だった㈱北海道日刊スポーツ印刷社は2023年３月31日で事業を終了、解散したことにより重要

性が低下したため、持分法の適用範囲から除外した。

 
(3) 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社のうち主要な会社等の名称

㈱朝日オリコミ四国

新聞輸送㈱

持分法を適用しない理由

持分法を適用していない会社は、それぞれ中間純損益(持分に見合う額)及び利益剰余金(持分に見合う額)等から

みて、持分法の対象から除いても中間連結財務諸表に与える影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないた

め、持分法の適用範囲から除外している。

 
３．連結子会社の中間決算日等に関する事項

連結子会社のうち、朝日新聞アメリカ社の中間決算日は６月30日である。

中間連結財務諸表の作成にあたっては、同日現在の中間財務諸表を使用し、中間連結決算日との間に生じた重要

な取引については、連結上必要な調整を行っている。
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４．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

a 満期保有目的の債券

償却原価法(定額法)

b その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

時価法(評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定)

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法

なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資(金融商品取引法第２条第２項により有価証券とみ

なされるもの)については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分

相当額を純額で取り込む方法によっている。

② 棚卸資産

評価基準は原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)によっている。

a 商品、製品及び仕掛品

主に個別法

b 原材料のうち新聞用紙

移動平均法

c その他の原材料及び貯蔵品

先入先出法

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産(リース資産を除く)

当社及び国内連結子会社は、定額法によっている。

在外連結子会社は当該国の会計基準に基づく定額法を採用している。

 なお、主な耐用年数は以下のとおりである。

建物及び構築物 ３～50年

機械装置及び運搬具 ３～12年
 

② 無形固定資産(リース資産を除く)

定額法によっている。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法を採用している。

③ リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。
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(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。

② 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく中間期末要支給額及び既退任役員に対する

未支給年金の見込額を計上している。

(4) 退職給付に係る会計処理の方法

① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当中間連結会計期間末までの期間に帰属させる方法について

は、期間定額基準による。

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(５年)による定額法により費用処理

している。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(５年)によ

る定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理している。

③ 小規模企業等における簡便法の適用

連結子会社の一部は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職一時金制度については、退職給付に

係る中間期末自己都合要支給額を退職給付債務とし、企業年金制度については、直近の年金財政計算上の数理債務

をもって退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用している。

(5) 重要な収益及び費用の計上基準

　①　ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準(転リース取引)

リース料受取時に収益を計上する方法によっている。

②　収益費用の計上基準

当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履

行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりである。

 a メディア・コンテンツ事業

　メディア・コンテンツ事業は、朝日新聞等日刊紙、朝日新書等書籍などの印刷及び販売、朝日新聞デジタルなど

電子情報サービスを行っている。同事業においては、各種新聞、出版物等に関する財又はサービスを顧客に提供し

た時点で収益を認識している。なお、一部の奨励金については変動対価として売上高から控除する方法に、また、

同事業での広告業において、顧客に移転する財又はサービスを支配しておらず、これらを手配するサービスのみを

提供しているため代理人取引と判断したものについては純額で収益を認識する方法によっている。さらに返品権付

きの販売について、返品されると見込まれる商品又は製品については、変動対価に関する定めに従って、販売時に

収益を認識せず、当該商品又は製品について受け取る対価の額で返金負債を認識し、返金負債の決済時に顧客から

当該製品又は商品を回収する権利を返品資産として認識する方法によっている。

 b 不動産事業

 不動産事業は、オフィスビルや商業施設等の賃貸、管理等を行っている。同事業における不動産の施設管理等に

ついては、契約上の条件が履行された時点で履行義務が充足されると判断し、当該時点で収益を認識している。

　なお、賃貸取引については「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号　2007年３月30日）の範囲に

含まれるリース取引として、収益を認識している。
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(6) 重要なヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

主として繰延ヘッジ処理によっている。なお、為替予約については振当処理によっている。

② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段  ヘッジ対象

為替予約取引  外貨建金銭債務及び外貨建予定取引
 

③ ヘッジ方針

当社グループでは、連結会社各社における基本方針、権限及び取引限度額の定めに則り、為替変動リスクをヘッ

ジしている。

④ ヘッジ有効性評価の方法

為替予約について、予約締結時に、リスク管理方針に従って、同一金額で同一期日の為替予約をそれぞれ振当て

ているため、その後の為替変動による相関関係は完全に確保されているので中間決算日における有効性の評価を省

略している。

(7) のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、５年間の均等償却を行っている。

(8) 中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヵ月以内に償還期限の到来する短期投資からなる。
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(中間連結貸借対照表関係)

※１. 資産の金額から直接控除している減価償却累計額は、次のとおりである。

 
前連結会計年度
(2023年３月31日)

当中間連結会計期間
(2023年９月30日)

有形固定資産の
減価償却累計額

270,622百万円 266,167百万円
 

 

※２. 担保資産及び担保付債務は、次のとおりである。

担保に供している資産

 
前連結会計年度
(2023年３月31日)

当中間連結会計期間
(2023年９月30日)

建物及び構築物 162百万円 162百万円

土地 493　〃 493　〃

計 656百万円 656百万円
 

 

担保付債務

 
前連結会計年度
(2023年３月31日)

当中間連結会計期間
(2023年９月30日)

短期借入金 90百万円 90百万円
 

 

※３. 国庫補助金受入等による圧縮記帳累計額は、次のとおりである。

 
前連結会計年度
(2023年３月31日)

当中間連結会計期間
(2023年９月30日)

建物及び構築物 613百万円 613百万円

機械装置及び運搬具 1　〃 1　〃

その他 1　〃 1　〃

計 615百万円 615百万円
 

 

 ４. 保証債務

連結会社以外の会社等の金融機関等からの借入金に対し、次のとおり保証を行っている。

保証先
 前連結会計年度
 (2023年３月31日)

　　当中間連結会計期間
　　(2023年９月30日)

㈱朝日新聞社従業員 2,410百万円           2,154百万円

その他 1　〃 　　　　　―

計 2,412百万円           2,154百万円
 

 

※５．中間連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理している。なお、当中間連

結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の中間連結会計期間末日満期手形が、中間連結会計期間末残高

に含まれている。

 
前連結会計年度
(2023年３月31日)

当中間連結会計期間
　（2023年９月30日)

受取手形 　― 12百万円
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(中間連結損益計算書関係)

※１. 中間期末棚卸高

中間期末棚卸高は収益性の低下等に伴う簿価切下後の金額であり、売上原価に含まれている棚卸資産評価損は、

次のとおりである。

 
前中間連結会計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年９月30日)

 
当中間連結会計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年９月30日)

棚卸資産評価損 283百万円  493百万円
 

 

※２. 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は、次のとおりである。

 
前中間連結会計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年９月30日)

 
当中間連結会計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年９月30日)

給料手当 9,425百万円  9,008百万円

販売・発送費 10,788 〃  11,286  〃

退職給付費用 589 〃  559 〃
 

 

※３. 固定資産売却益の内訳は、次のとおりである。

 
前中間連結会計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年９月30日)

 
当中間連結会計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年９月30日)

建物及び構築物 22百万円  3,180百万円

機械装置及び運搬具 4　〃  4　〃

土地 46　〃  440　〃

無形固定資産 13　〃  ―　

その他 ―　  0百万円

計 87百万円  3,624百万円
 

 

※４. 固定資産売却損の内訳は、次のとおりである。

 
前中間連結会計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年９月30日)

 
当中間連結会計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年９月30日)

建物及び構築物 0百万円  0百万円

土地 9　〃  9　〃

その他 0　〃  0　〃

計 9百万円  10百万円
 

 

※５. 固定資産除却損の内訳は、次のとおりである。

 
前中間連結会計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年９月30日)

 
当中間連結会計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年９月30日)

建物及び構築物 78百万円  124百万円

機械装置及び運搬具 38　〃  131　〃

無形固定資産 21　〃  1　〃

その他 29　〃  46　〃

計 168百万円  304百万円
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※６. 減損損失

 当社グループは、以下の資産グループについて減損損失を計上した。

前中間連結会計期間(自 2022年４月１日 至 2022年９月30日)

 
用途 種類 場所 金額(百万円)

遊休

建物及び構築物
岡山県岡山市他

計９ヵ所

19

土地 118

その他の事業用資産

建物及び構築物

東京都中央区他
計８ヵ所

5

ソフトウエア 9

その他 6

計 158
 

(経緯)

上記の遊休資産は帳簿価額に比べ時価が下落したため、その他の事業用資産は収益性の低下や事業の終了により

投資の回収が見込めないため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上

した。

(グルーピングの方法)

事業用資産については事業部門別を基本としたキャッシュ・フローの生成単位ごとに、遊休資産については個別

物件単位でグルーピングした。

(回収可能価額の算定方法)

回収可能価額は、正味売却価額により算定している。正味売却価額については、売却見込額、不動産鑑定評価基

準に基づく鑑定評価額又は固定資産税評価額等を基に合理的な調整を行って算出した金額を使用している。
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当中間連結会計期間(自 2023年４月１日 至 2023年９月30日）

 
用途 種類 場所 金額(百万円)

遊休

建物及び構築物
青森県八戸市他

計２ヵ所

6

土地 20

プリントメディアの
 事業用資産

建物及び構築物
福岡県福岡市他

計４ヵ所

92

その他 56

店舗等

建物及び構築物

大阪府堺市

29

その他 9

その他の事業用資産

建物及び構築物

東京都中央区他
計２ヵ所

43

ソフトウエア 726

その他 20

計 1,004
 

(経緯)

上記の遊休資産は帳簿価額に比べ時価が下落したため、プリントメディアの事業用資産、店舗等及びその他の事

業用資産は収益性の低下や事業の終了により投資の回収が見込めないため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、

当該減少額を減損損失として特別損失に計上した。

(グルーピングの方法) 

事業用資産については事業部門別を基本としたキャッシュ・フローの生成単位ごとに、遊休資産については個別

物件単位でグルーピングした。

(回収可能価額の算定方法)

回収可能価額は、正味売却価額により算定している。正味売却価額については、売却見込額、不動産鑑定評価基

準に基づく鑑定評価額又は固定資産税評価額等を基に合理的な調整を行って算出した金額を使用している。

 

 

※７．前中間連結会計期間(自 2022年４月１日 至 2022年９月30日)

早期割増退職金は早期割増退職引当金の繰入額4,262百万円を含んでいる。

 
※８. 中間連結会計期間における税金費用については、簡便法により計算しているため、法人税等調整額は「法人税、

住民税及び事業税」に含めて表示している。
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(中間連結株主資本等変動計算書関係)

前中間連結会計期間(自 2022年４月１日 至 2022年９月30日)

 

１．発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(千株) 3,200 ― ― 3,200
 

 

２．自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(千株) 115 ― 0 115
 

(変動事由の概要)

減少数の内訳は、持分法適用関連会社に対する持分比率の変動により減少した自己株式(当社株式)の当社帰属分 

　0千株である。

 
３．新株予約権等に関する事項

該当事項なし。

 

４．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

2022年６月24日
定時株主総会

普通株式 208 65 2022年３月31日 2022年６月27日
 

 

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2022年11月28日
取締役会

普通株式 利益剰余金 80 25 2022年９月30日 2022年12月9日
 

 

 

当中間連結会計期間(自 2023年４月１日 至 2023年９月30日)

 

１．発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(千株) 3,200 ― ― 3,200
 

 

２．自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(千株) 115 ― 0 115
 

(変動事由の概要)

減少数の内訳は、持分法適用関連会社に対する持分比率の変動により減少した自己株式(当社株式)の当社帰属分 

　0千株である。

 
３．新株予約権等に関する事項

該当事項なし。
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４．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

2023年６月23日
定時株主総会

普通株式 144 45 2023年３月31日 2023年６月26日
 

 

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2023年11月29日
取締役会

普通株式 利益剰余金 80 25 2023年９月30日 2023年12月８日
 

 

 

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１．現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 

 
前中間連結会計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年９月30日)

現金及び預金勘定 99,864百万円 102,222百万円

有価証券勘定 2,500 〃 2,000 〃

計 102,364百万円 104,222百万円

預入期間が３ヵ月を超える定期預金 △29,351 〃 △20,327 〃

償還期限が３ヵ月を超える債券等 △2,500 〃 △2,000 〃

現金及び現金同等物 70,512百万円 81,895百万円
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(リース取引関係)

１．ファイナンス・リース取引

ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっている。(借主側)

① リース資産の内容

有形固定資産   機械装置及び運搬具、　工具、器具及び備品

② リース資産の減価償却の方法

　中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計方針に関する事項　(2) 重要な減価償却資

産の減価償却の方法」に記載したとおりである。

 

２．オペレーティング・リース取引(借主側)

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

 

 
前連結会計年度
(2023年３月31日)

 
当中間連結会計期間
(2023年９月30日)

１年内 20百万円  23百万円

１年超 29 〃  24 〃

合計 49百万円  48百万円
 

 

３．転リース取引

転リース取引に該当し、かつ、利息相当額控除前の金額で中間連結貸借対照表に計上している額

(1) リース投資資産

 

 
前連結会計年度
(2023年３月31日)

 
当中間連結会計期間
(2023年９月30日)

流動資産 1,540百万円  1,497百万円
 

 

(2) リース債務

 

 
前連結会計年度
(2023年３月31日)

 
当中間連結会計期間
(2023年９月30日)

流動負債 567百万円  549百万円

固定負債 967 〃  943 〃
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(金融商品関係)

１．金融商品の時価等に関する事項

中間連結貸借対照表計上額(連結貸借対照表計上額)、時価及びこれらの差額については、次のとおりである。

 

前連結会計年度(2023年３月31日)

(単位：百万円)

 
連結貸借対照表　

計上額　
時価 差額

(1) 受取手形 245 245 ―

(2) 売掛金 18,369 18,369 ―

(3) 有価証券及び投資有価証券
　　(※２)

166,132 106,657 △59,474

資産計 184,748 125,273 △59,474

(1) 支払手形及び買掛金 20,385 20,385 ―

(2) 長期借入金（１年内返済予定
を含む）

6,035 5,993 △42

負債計 26,421 26,379 △42
 

(※１) 以下の注記は省略している。

・現金並びに短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似する預金

・連結貸借対照表に持分相当額を純額で計上する組合その他これに準ずる事業体への出資。当該出資の連結貸

借対照表計上額は371百万円である。

(※２) 市場価格のない株式等は、「(3) 有価証券及び投資有価証券」には含まれていない。当該金融商品の連結貸

借対照表計上額は以下のとおりである。

区分 前連結会計年度（百万円）

非上場株式 55,106
 

 
当中間連結会計期間(2023年９月30日)

(単位：百万円)

 
中間連結貸借対照表
     計上額

時価 差額

(1) 受取手形 215 215 ―

(2) 売掛金 17,957 17,957 ―

(3) 有価証券及び投資有価証券
　　(※２)

175,302 118,671 △56,630

資産計 193,476 136,845 △56,630

(1) 支払手形及び買掛金 19,770 19,770 ―

(2) 長期借入金（１年内返済予定
を含む）

5,547 5,465 △81

負債計 25,317 25,235 △81
 

　(※１) 以下の注記は省略している。

・現金並びに短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似する預金

・中間連結貸借対照表に持分相当額を純額で計上する組合その他これに準ずる事業体への出資。当該出資の中

間連結貸借対照表計上額は387百万円である。

(※２) 市場価格のない株式等は、「(3) 有価証券及び投資有価証券」には含まれていない。当該金融商品の連結貸

借対照表計上額は以下のとおりである。

区分 当中間連結会計期間（百万円）

非上場株式 55,431
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２．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類して

いる。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算定の

対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係るイ

ンプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属するレ

ベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類している。

 
(1) 時価で中間連結貸借対照表（連結貸借対照表）に計上している金融商品

前連結会計年度(2023年３月31日)

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券及び投資有価証券     
その他有価証券 60,896 ― ― 60,896

資産計 60,896 ― ― 60,896
 

 
当中間連結会計期間(2023年９月30日)

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券及び投資有価証券     
その他有価証券 66,397 ― ― 66,397

資産計 66,397 ― ― 66,397
 

 
(2) 時価で中間連結貸借対照表（連結貸借対照表）に計上している金融商品以外の金融商品

前連結会計年度(2023年３月31日)

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

受取手形 ― 245 ― 245

売掛金 ― 18,369 ― 18,369

有価証券及び投資有価証券     
満期保有目的の債券 ― 1,194 ― 1,194

その他有価証券 ― 1,000 ― 1,000

関連会社株式 43,567 ― ― 43,567

資産計 43,567 20,808 ― 64,375

支払手形及び買掛金 ― 20,385 ― 20,385

長期借入金（１年内返済予定を含

む）
― 5,993 ― 5,993

負債計 ― 26,379 ― 26,379
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当中間連結会計期間(2023年９月30日)

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

受取手形 ― 215 ― 215

売掛金 ― 17,957 ― 17,957

有価証券及び投資有価証券     
満期保有目的の債券 ― 1,593 ― 1,593

その他有価証券 ― 2,000 ― 2,000

関連会社株式 48,680 ― ― 48,680

資産計 48,680 21,765 ― 70,445

支払手形及び買掛金 ― 19,770 ― 19,770

長期借入金（1年内返済予定を含

む）
― 5,465 ― 5,465

負債計 ― 25,235 ― 25,235
 

 
 (注) 時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

　有価証券及び投資有価証券

これらの時価は、上場株式等は取引所の価格によっている。上場株式等は活発な市場で取引されているため、そ

の時価をレベル１の時価に分類している。

一方、債券は取引所の価格又は取引金融機関等から提示された価格によっている。また、譲渡性預金は、短期間

で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっている。これらは、市場での取引

頻度が低く、活発な市場における相場価格とは認められないため、その時価をレベル２の時価に分類している。

また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、注記事項「有価証券関係」に記載している。

 
　　受取手形、売掛金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によって

おり、レベル２の時価に分類している。

 
   支払手形及び買掛金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によって

おり、レベル２の時価に分類している。

 
　　長期借入金(1年内返済予定を含む）

長期借入金の時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値

によって算定しており、レベル２の時価に分類している。
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(有価証券関係)

１．満期保有目的の債券

前連結会計年度(2023年３月31日)

(単位:百万円)

 種類
連結貸借対照表

計上額
時価 差額

時価が連結貸借対照表計上額を
超えるもの

(1) 国債・地方債 ― ― ―

 (2) その他 200 200 0

 小計 200 200 0

時価が連結貸借対照表計上額を
超えないもの

(1) 国債・地方債 ― ― ―

 (2) その他 1,200 1,194 △6

 小計 1,200 1,194 △6

合計 1,400 1,394 △6
 

 

当中間連結会計期間(2023年９月30日)

(単位:百万円)

 種類
中間連結貸借対照表

計上額
時価 差額

時価が中間連結貸借対照表計上
額を超えるもの

(1) 国債・地方債 ― ― ―

 (2) その他 ― ― ―

 小計 ― ― ―

時価が中間連結貸借対照表計上
額を超えないもの

(1) 国債・地方債 ― ― ―

 (2) その他 1,600 1,593 △7

 小計 1,600 1,593 △7

合計 1,600 1,593 △7
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２．その他有価証券

前連結会計年度(2023年３月31日)

(単位:百万円)

 種類
連結貸借対照表

計上額
取得原価 差額

連結貸借対照表計上額が取得原
価を超えるもの

(1) 株式 60,844 13,041 47,802

 (2) その他 0 ― 0

 小計 60,844 13,041 47,802

連結貸借対照表計上額が取得原
価を超えないもの

(1) 株式 52 57 △5

 (2) その他 ― ― ―

 小計 52 57 △5

合計 60,896 13,098 47,797
 

(注) 非上場株式(連結貸借対照表計上額3,506百万円)及び組合出資金(連結貸借対照表計上額371百万円)について

は、市場価格のない株式等、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資であり、上表の「その他有

価証券」には含めていない。

     また、譲渡性預金(連結貸借対照表計上額1,000百万円)については、預金と同様の性格を有するものであり、取

得原価をもって連結貸借対照表価額としていることから、上表の「その他有価証券」には含めていない。

 

当中間連結会計期間(2023年９月30日)

(単位:百万円)

 種類
中間連結貸借対照表

計上額
取得原価 差額

中間連結貸借対照表計上額が取
得原価を超えるもの

(1) 株式 66,392 13,095 53,297

 (2) その他 ― ― ―

 小計 66,392 13,095 53,297

中間連結貸借対照表計上額が取
得原価を超えないもの

(1) 株式 5 6 △1

 (2) その他 ― ― ―

 小計 5 6 △1

合計 66,397 13,101 53,295
 

(注) 非上場株式(中間連結貸借対照表計上額3,505百万円)及び組合出資金(中間連結貸借対照表計上額387百万円)に

ついては、市場価格のない株式等、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資であり、上表の「そ

の他有価証券」には含めていない。

     また、譲渡性預金(中間連結貸借対照表計上額2,000百万円)については、預金と同様の性格を有するものであ

り、取得原価をもって中間連結貸借対照表価額としていることから、上表の「その他有価証券」には含めてい

ない。

　

３. 減損処理を行った有価証券

前連結会計年度(自 2022年４月１日 至 2023年３月31日)において、その他有価証券で時価のある株式につい

て減損処理を行っていない。

当中間連結会計期間(自 2023年４月１日 至 2023年９月30日)において、その他有価証券で時価のある株式に

ついて減損処理を行っていない。

なお、その他有価証券の減損処理にあたっては、時価が取得原価に比べて50％以上下落した場合に、「著しく下

落した」とみなして減損処理を行っている。
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(資産除去債務関係)

資産除去債務のうち中間連結貸借対照表(連結貸借対照表)に計上しているもの

当該資産除去債務の総額の増減

 
前連結会計年度

(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

当中間連結会計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年９月30日)

期首残高 2,403百万円 2,450百万円

有形固定資産の取得に伴う増加額 36　〃 ―　　

時の経過による調整額 40　〃 20百万円

資産除去債務の履行による減少額 △30　〃 △106　〃

見積りの変更による増加額 ―　　 59　〃

中間期末(期末)残高 2,450百万円 2,423百万円
 

 

 
(賃貸等不動産関係)

賃貸等不動産の中間連結貸借対照表計上額及び中間連結決算日における時価に前連結会計年度の末日に比して著し

い変動が認められないため、賃貸等不動産の中間連結貸借対照表計上額及び当中間連結会計期間における主な変動並

びに中間連結決算日における時価及び当該時価の算定方法は、省略している。
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(収益認識関係)

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載の通りである。

なお、当該注記事項における売上高には、顧客との契約から生じる収益に加え、「リース取引に関する会計基

準」（企業会計基準第13号　2007年３月30日）等に基づく収益等が含まれている。

 
２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

中間連結財務諸表「注記事項（中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）４．会計方針に関する事

項　(5）重要な収益及び費用の計上基準」に同一の内容を記載しているため、注記を省略している。

 
３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当中間連結会計

期間末において存在する顧客との契約から当中間連結会計期間の末日後に認識すると見込まれる収益の金額及び時

期に関する情報

 
契約資産の残高等

  (単位：百万円)

 前連結会計年度 当中間連結会計期間

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 18,249 18,615

顧客との契約から生じた債権（中間期末（期末）残高） 18,615 18,173

契約資産（期首残高） 1,807 1,691

契約資産（中間期末（期末）残高） 1,691 2,296
 

 　契約資産は、中間連結会計期間末時点で完了しているが未請求の顧客との取引に係る対価に対する当社及び連結

子会社の権利に関するものである。契約資産は、対価に対する当社及び連結子会社の権利が無条件になった時点で

顧客との契約から生じた売掛金等の債権に振り替えられる。また、当該取引に関する対価は、契約に従い請求し、

受領している。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

 

１．報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、最高経営意思決定機関

が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものである。

当社は、取り扱う製品・サービス別に「メディア・コンテンツ事業」、「不動産事業」の計２つを報告セグメン

トとしている。

「メディア・コンテンツ事業」は、朝日新聞等日刊紙、週刊誌、朝日新書等書籍などの印刷及び販売、朝日新聞

デジタルなど電子情報サービスを行っている。「不動産事業」は、オフィスビルや商業施設等の賃貸、管理等を

行っている。

 
２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額に関する情報及び収益の分解情報

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」

における記載と概ね同一である。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値である。セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に

基づいている。

 
３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額に関する情報及び収益の分解情報

前中間連結会計期間(自 2022年４月１日 至 2022年９月30日)

(単位:百万円)
　

 報告セグメント
その他の
事業
(注)１

合計
調整額
(注)２

中間連結
財務諸表
計上額
(注)３

 
メディア・
コンテンツ

事業
不動産事業 計

売上高        

外部顧客への売上高 113,296 16,366 129,663 1,262 130,925 － 130,925

セグメント間の内部
売上高又は振替高

15 1,873 1,889 890 2,780 △2,780 －

計 113,312 18,240 131,552 2,153 133,706 △2,780 130,925

セグメント利益
又は損失(△)

△1,052 3,100 2,047 △3 2,044 22 2,066

セグメント資産 256,937 159,060 415,998 2,933 418,932 142,729 561,661

その他の項目        

減価償却費 2,606 3,906 6,512 15 6,528 － 6,528

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

2,582 1,483 4,066 10 4,077 － 4,077
 

(注) １. 「その他の事業」の区分は、報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、文化事業、人材ビジ

ネス・保険代理業などを含んでいる。

２. 調整額は以下のとおりである。

(1) セグメント利益又は損失(△)の調整額22百万円は、主にセグメント間取引消去である。

(2) セグメント資産の調整額142,729百万円は、主に持分法適用会社に対する投資額である。

３. セグメント利益又は損失（△）は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。
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当中間連結会計期間(自 2023年４月１日 至 2023年９月30日)

(単位:百万円)
　

 報告セグメント
その他の
事業
(注)１

合計
調整額
(注)２

中間連結
財務諸表
計上額
(注)３

 
メディア・
コンテンツ

事業
不動産事業 計

売上高        

外部顧客への売上高 111,210 19,740 130,950 1,232 132,182 － 132,182

セグメント間の内部
売上高又は振替高

22 1,739 1,762 988 2,751 △2,751 －

計 111,232 21,480 132,712 2,221 134,934 △2,751 132,182

セグメント利益
又は損失(△)

△3,073 3,729 655 △46 609 2 611

セグメント資産 268,011 154,315 422,327 2,622 424,949 147,326 572,276

その他の項目        

減価償却費 1,886 3,714 5,601 6 5,607 － 5,607

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

3,592 1,001 4,594 0 4,594 － 4,594
 

(注) １. 「その他の事業」の区分は、報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、文化事業、人材ビジ

ネス・保険代理業などを含んでいる。

２. 調整額は以下のとおりである。

(1) セグメント利益又は損失(△)の調整額２百万円は、主にセグメント間取引消去である。

(2) セグメント資産の調整額147,326百万円は、主に持分法適用会社に対する投資額である。

３. セグメント利益又は損失（△）は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。

 
【関連情報】

Ⅰ．前中間連結会計期間(自 2022年４月１日 至 2022年９月30日)

１. 製品及びサービスごとの情報

　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略している。

２． 地域ごとの情報

(1)売上高

日本国内の外部顧客への売上高が中間連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略している。

(2)有形固定資産

日本国内に所在している有形固定資産の金額が中間連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、

記載を省略している。

３. 主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、中間連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はない。

 

Ⅱ．当中間連結会計期間(自 2023年４月１日 至 2023年９月30日)

１. 製品及びサービスごとの情報

　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略している。

２. 地域ごとの情報

(1)売上高

日本国内の外部顧客への売上高が中間連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略している。

(2)有形固定資産

日本国内に所在している有形固定資産の金額が中間連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、

記載を省略している。

３. 主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、中間連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はない。
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前中間連結会計期間(自 2022年４月１日 至 2022年９月30日)

(単位:百万円)

 報告セグメント
その他の
事業

計 全社・消去 合計 メディア・
コンテンツ

事業
不動産事業 計

減損損失 158 － 158 － 158 － 158
 

 

当中間連結会計期間(自 2023年４月１日 至 2023年９月30日)

(単位:百万円)

 報告セグメント
その他の
事業

計 全社・消去 合計 メディア・
コンテンツ

事業
不動産事業 計

減損損失 964 39 1,004 － 1,004 － 1,004
 

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前中間連結会計期間(自 2022年４月１日 至 2022年９月30日)

重要性が乏しいため、記載を省略している。

 

当中間連結会計期間(自 2023年４月１日 至 2023年９月30日)

重要性が乏しいため、記載を省略している。

 
【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前中間連結会計期間(自 2022年４月１日 至 2022年９月30日)

該当事項なし。

 

当中間連結会計期間(自 2023年４月１日 至 2023年９月30日)

該当事項なし。
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(１株当たり情報)

１株当たり純資産額及び算定上の基礎並びに１株当たり中間純利益金額及び算定上の基礎

 

項目
前連結会計年度
(2023年３月31日)

当中間連結会計期間
(2023年９月30日)

(1) １株当たり純資産額 115,470.75円 119,020.21円

 (算定上の基礎)   

 純資産の部の合計額(百万円) 364,372 375,113

 純資産の部の合計額から控除する金額(百万円) 8,227 8,020

 (うち非支配株主持分(百万円)) (8,227) (8,020)

 普通株式に係る中間期末(期末)の純資産額(百万円) 356,144 367,092

 普通株式の発行済株式数(株) 3,200,000 3,200,000

 普通株式の自己株式数(株) 115,717 115,710

１株当たり純資産額の算定に用いられた中間期末(期
末)の普通株式の数(株)

3,084,283 3,084,290
 

 

項目
前中間連結会計期間

(自 2022年４月１日
至 2022年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年９月30日)

(2) １株当たり中間純利益金額 327.74円 1,661.09円

 (算定上の基礎)   

 親会社株主に帰属する中間純利益金額(百万円) 1,010 5,123

 普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

 普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純利益金
額(百万円)

1,010 5,123

 普通株式の期中平均株式数(株) 3,084,288 3,084,286
 

(注) 潜在株式１株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。

 
 
(重要な後発事象)

該当事項なし。
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(2) 【その他】

該当事項なし。
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２ 【中間財務諸表等】

(1) 【中間財務諸表】

① 【中間貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前事業年度

(2023年３月31日)
当中間会計期間
(2023年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 55,954 60,963

  受取手形 2 ※4  2

  売掛金 7,942 7,299

  契約資産 1,632 2,244

  有価証券 1,000 2,000

  棚卸資産 815 821

  その他 9,429 8,025

  貸倒引当金 △94 △110

  流動資産合計 76,681 81,246

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物（純額） ※1  124,656 ※1  120,975

   機械及び装置（純額） ※1  4,865 ※1  4,440

   土地 49,630 49,449

   建設仮勘定 463 544

   その他（純額） ※1  2,774 ※1  3,016

   有形固定資産合計 182,389 178,425

  無形固定資産 5,940 7,929

  投資その他の資産   

   投資有価証券 62,068 66,956

   関係会社株式 41,157 41,149

   その他 6,629 6,317

   貸倒引当金 △1,129 △1,165

   投資その他の資産合計 108,725 113,258

  固定資産合計 297,055 299,613

 資産合計 373,736 380,860
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           (単位：百万円)

          
前事業年度

(2023年３月31日)
当中間会計期間
(2023年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 13,913 13,628

  1年内返済予定の長期借入金 1,000 1,000

  リース債務 10 11

  未払金 5,671 6,513

  未払費用 8,292 8,021

  未払法人税等 144 390

  その他 10,581 ※3  11,358

  流動負債合計 39,613 40,924

 固定負債   

  長期借入金 5,000 4,500

  リース債務 14 36

  繰延税金負債 10,843 12,358

  退職給付引当金 105,672 102,423

  役員退職慰労引当金 142 147

  資産除去債務 2,097 2,117

  長期預り保証金 22,135 21,784

  その他 54 808

  固定負債合計 145,960 144,176

 負債合計 185,573 185,101

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 650 650

  資本剰余金   

   資本準備金 873 873

   資本剰余金合計 873 873

  利益剰余金   

   利益準備金 477 477

   その他利益剰余金   

    固定資産圧縮積立金 2,729 2,708

    特別積立金 151,126 150,526

    繰越利益剰余金 285 5,070

   利益剰余金合計 154,617 158,781

  株主資本合計 156,140 160,304

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 32,023 35,454

  評価・換算差額等合計 32,023 35,454

 純資産合計 188,163 195,759

負債純資産合計 373,736 380,860
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② 【中間損益計算書】

           (単位：百万円)

          前中間会計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年９月30日)

当中間会計期間
(自 2023年４月１日
　至 2023年９月30日)

売上高 90,240 90,520

売上原価 67,442 67,338

売上総利益 22,797 23,181

販売費及び一般管理費 21,176 22,942

営業利益 1,621 239

営業外収益 ※1  2,551 ※1  2,523

営業外費用 ※2  114 ※2  138

経常利益 4,058 2,624

特別利益 ※3  165 ※3  3,297

特別損失 ※4  4,611 ※4  1,162

税引前中間純利益又は税引前中間純損失（△） △387 4,759

法人税、住民税及び事業税 ※6  △232 ※6  451

法人税等合計 △232 451

中間純利益又は中間純損失（△） △155 4,308
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③ 【中間株主資本等変動計算書】

 前中間会計期間(自 2022年４月１日　至 2022年９月30日)

 (単位：百万円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計固定資産

圧縮積立金
特別積立金

繰越利益

剰余金

当期首残高 650 873 477 2,766 145,226 6,815 155,284

当中間期変動額        

剰余金の配当      △208 △208

固定資産圧縮積立金

の取崩
   △18  18 -

特別積立金の取崩     5,900 △5,900 -

中間純損失（△）      △155 △155

株主資本以外の項目

の当中間期変動額

（純額）

       

当中間期変動額合計 - - - △18 5,900 △6,244 △363

当中間期末残高 650 873 477 2,747 151,126 570 154,921
 

 

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計株主資本

合計

その他

有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 156,807 30,080 30,080 186,887

当中間期変動額     

剰余金の配当 △208   △208

固定資産圧縮積立金

の取崩
-   -

特別積立金の取崩 -   -

中間純損失（△） △155   △155

株主資本以外の項目

の当中間期変動額

（純額）

 △4,451 △4,451 △4,451

当中間期変動額合計 △363 △4,451 △4,451 △4,814

当中間期末残高 156,444 25,628 25,628 182,072
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 当中間会計期間(自 2023年４月１日　至 2023年９月30日)

 (単位：百万円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計固定資産

圧縮積立金
特別積立金

繰越利益

剰余金

当期首残高 650 873 477 2,729 151,126 285 154,617

当中間期変動額        

剰余金の配当      △144 △144

固定資産圧縮積立金

の取崩
   △20  20 -

特別積立金の取崩     △600 600 -

中間純利益      4,308 4,308

株主資本以外の項目

の当中間期変動額

（純額）

       

当中間期変動額合計 - - - △20 △600 4,785 4,164

当中間期末残高 650 873 477 2,708 150,526 5,070 158,781
 

 

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計株主資本

合計

その他

有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 156,140 32,023 32,023 188,163

当中間期変動額     

剰余金の配当 △144   △144

固定資産圧縮積立金

の取崩
-   -

特別積立金の取崩 -   -

中間純利益 4,308   4,308

株主資本以外の項目

の当中間期変動額

（純額）

 3,431 3,431 3,431

当中間期変動額合計 4,164 3,431 3,431 7,596

当中間期末残高 160,304 35,454 35,454 195,759
 

 

EDINET提出書類

株式会社朝日新聞社(E00718)

半期報告書

52/64



【注記事項】

(重要な会計方針)

１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

① 子会社株式及び関連会社株式

  移動平均法による原価法

② その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

　時価法(評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定)

市場価格のない株式等

　移動平均法による原価法

 なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資(金融商品取引法第２条第２項により有価証券とみな

されるもの)については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当

額を純額で取り込む方法によっている。

(2) 棚卸資産

   評価基準は原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)によっている。

① 商品、製品及び仕掛品

  個別法

② 原材料のうち新聞用紙

  移動平均法

③ その他の原材料及び貯蔵品

  先入先出法

 

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産(リース資産を除く)

　　定額法によっている。

　　なお、主な耐用年数は以下のとおりである。

建物                   ３～50年

機械及び装置           ３～10年

(2) 無形固定資産

　　定額法によっている。

　　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法を採用している。

(3) リース資産

　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。
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３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

   債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい

 ては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。

(2) 退職給付引当金

   従業員の退職給付に備えるため、事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当中間会計期

 間末において発生していると認められる額を計上している。

① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当中間会計期間末までの期間に帰属させる方法については、

期間定額基準によっている。

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(５年)による定額法により費用処

理している。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(５年)による

定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理している。

(3) 役員退職慰労引当金

   役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員退職慰労金贈呈規定に基づく中間期末要支給額及び既退任役員に対す

 る未支給年金の見込額を計上している。

 
４．収益費用の計上基準

　当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する

通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりである。

(1) メディア・コンテンツ事業

　メディア・コンテンツ事業は、朝日新聞等日刊紙の印刷及び販売、朝日新聞デジタルなど電子情報サービスを行っ

ている。同事業においては、各種新聞等に関する財又はサービスを顧客に提供した時点で収益を認識している。な

お、一部の奨励金については変動対価として売上高から控除する方法によっている。

(2) 不動産事業

　不動産事業は、オフィスビルや商業施設等の賃貸、管理等を行っている。同事業における不動産の施設管理等につ

いては、契約上の条件が履行された時点で履行義務が充足されると判断し、当該時点で収益を認識している。

　なお、賃貸取引については「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号　2007年３月30日）の範囲に含

まれるリース取引として、収益を認識している。

 
５．その他中間財務諸表作成のための重要な事項

(1) 退職給付に係る会計処理

   退職給付に係る未認識数理計算上の差異、未認識過去勤務費用の会計処理の方法は、中間連結財務諸表におけるこ

 れらの会計処理の方法と異なっている。

(2) ヘッジ会計の処理

   主として繰延ヘッジ処理によっている。なお、為替予約については振当処理によっている。
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(中間貸借対照表関係)

※１. 国庫補助金受入等による圧縮記帳累計額は、次のとおりである。

 

 
前事業年度

(2023年３月31日)
 

当中間会計期間
(2023年９月30日)

建物 544百万円  544百万円

機械及び装置 0　〃  0　〃

その他 68　〃  68 〃

計 613百万円  613百万円
 

 

２. 保証債務

当社従業員等の金融機関等からの借入金に対し、次のとおり保証を行っている。

 

保証先
　 前事業年度
(2023年３月31日)

当中間会計期間
(2023年９月30日)

当社従業員 2,410百万円 2,154百万円

計 2,410百万円 2,154百万円
 

 

※３. 消費税等の取扱い

仮払消費税等及び仮受消費税等は、相殺のうえ、金額的重要性が乏しいため、流動負債の「その他」に含めて表

示している。

 

※４．中間会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理している。なお、当中間会計期

間末日が金融機関の休日であったため、次の中間会計期間末日満期手形が、中間会計期間末残高に含まれている。

 
 

前事業年度
(2023年３月31日)

当中間会計期間
(2023年９月30日)

受取手形 ― 2百万円
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(中間損益計算書関係)

※１. 営業外収益の主要項目は、次のとおりである。

 

 
前中間会計期間

(自 2022年４月１日
至 2022年９月30日)

 
当中間会計期間

(自 2023年４月１日
至 2023年９月30日)

受取利息 9百万円  10百万円

受取配当金 2,355　〃  2,332　〃

受取手数料 145　〃  134　〃
 

 

※２. 営業外費用の主要項目は、次のとおりである。

 

 
前中間会計期間

(自 2022年４月１日
至 2022年９月30日)

 
当中間会計期間

(自 2023年４月１日
至 2023年９月30日)

支払利息 12百万円  14百万円

寄付金 85 〃  51 〃

貸倒引当金繰入額 ―  55 〃
 

 

※３. 特別利益の主要項目は、次のとおりである。

 

 
前中間会計期間

(自 2022年４月１日
至 2022年９月30日)

 
当中間会計期間

(自 2023年４月１日
至 2023年９月30日)

土地売却益 43百万円  90百万円

建物売却益 21　〃  3,177　〃

事業譲渡益 87　〃  9　〃
 

 

※４. 特別損失の主要項目は、次のとおりである。

 

 
前中間会計期間

(自 2022年４月１日
至 2022年９月30日)

 
当中間会計期間

(自 2023年４月１日
至 2023年９月30日)

建物除却損 78百万円  120百万円

機械及び装置除却損 38　〃  130　〃

無形固定資産除却損 18　〃  　―

減損損失 158　〃              815百万円

早期割増退職金 4,262　〃  　             4　〃
 

     (注）前中間会計期間の早期割増退職金は早期割増退職引当金の繰入額である。

 
５. 減価償却実施額は、次のとおりである。

 

 
前中間会計期間

(自 2022年４月１日
至 2022年９月30日)

 
当中間会計期間

(自 2023年４月１日
至 2023年９月30日)

有形固定資産 5,555百万円  4,854百万円

無形固定資産 567　〃  　 406 〃
 

 

※６. 中間会計期間における税金費用については、簡便法により計算しているため、法人税等調整額は「法人税、住民

税及び事業税」に含めて表示している。
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(有価証券関係)

 子会社株式及び関連会社株式

 前事業年度(2023年３月31日)

(単位：百万円)

区分 貸借対照表計上額 時価 差額

関連会社株式 22,029 43,513 21,483

合計 22,029 43,513 21,483
 

 

 当中間会計期間(2023年９月30日)

(単位：百万円)

区分 中間貸借対照表計上額 時価 差額

関連会社株式 22,029 48,622 26,592

合計 22,029 48,622 26,592
 

 
(注) 市場価格のない株式等の子会社株式及び関連会社株式の中間貸借対照表計上額(貸借対照表計上額)

(単位：百万円)

区分
前事業年度

(2023年３月31日)
当中間会計期間
(2023年９月30日)

子会社株式 7,288 7,279

関連会社株式 11,839 11,839

合計 19,127 19,119
 

これらについては、市場価格のない株式等のため「子会社株式及び関連会社株式」には含めていない。

 

 

(収益認識関係)

「顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報」については、中間連結財務諸表「注記事項

（収益認識関係）」に同一の内容を記載しているため、注記を省略している。

 
(重要な後発事象)

　　　該当事項なし。
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(2) 【その他】

第171期(2023年４月１日から2024年３月31日まで)中間配当については、2023年11月29日開催の取締役会におい

て、2023年９月30日の最終の株主名簿に記載された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議した。

① 中間配当金の総額 80百万円

② １株当たりの中間配当金 25円00銭

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 2023年12月８日
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第６ 【提出会社の参考情報】

 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。

 

 有価証券報告書及びその添付書類

　　事業年度 第170期(自 2022年４月１日 至 2023年３月31日)

　　2023年６月26日近畿財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項なし。
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独立監査人の中間監査報告書
 

 

 
2023年12月12日

株式会社朝日新聞社

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

東京事務所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 上坂 善章

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 新井 浩次
 

中間監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社朝日新聞社の2023年４月１日から2024年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2023年４月１

日から2023年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連

結包括利益計算書、中間連結株主資本等変動計算書、中間連結キャッシュ・フロー計算書、中間連結財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項及びその他の注記について中間監査を行った。

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社朝日新聞社及び連結子会社の2023年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間（2023年４月１日から2023年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情

報を表示しているものと認める。

中間監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査

の基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人

は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのそ

の他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手

したと判断している。

中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠して中間連結財務

諸表を作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸

表を作成し有用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切

であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に基づいて継続企

業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

中間連結財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した中間監査に基づいて、全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して

投資者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得て、中間監査報告書において独立の立

場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があ

り、個別に又は集計すると、中間連結財務諸表の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要

性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に従って、中間監査の過程を通じて、職業的

専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 不正又は誤謬による中間連結財務諸表の重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに

対応する中間監査手続を立案し、実施する。中間監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、中間監査

の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。なお、中間監査手続は、年度監査と比べて監査手続の

一部が省略され、監査人の判断により、不正又は誤謬による中間連結財務諸表の重要な虚偽表示リスクの評価に基づ

いて、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選択及び適用される。

・ 中間連結財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク

評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間連結財務諸表の作成と有用な情報の

表示に関連する内部統制を検討する。
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・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注

記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として中間連結財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に

基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどう

か結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、中間監査報告書において中間連結財務

諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合

は、中間連結財務諸表に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、中間監査報告書

日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可

能性がある。

・ 中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに中間

連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象に関して有用な情報を表示しているかどうかを評価する。

・ 中間連結財務諸表に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠

を入手する。監査人は、中間連結財務諸表の中間監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、

単独で中間監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した中間監査の範囲とその実施時期、中間監査の実施過程で識別した

内部統制の重要な不備を含む中間監査上の重要な発見事項、及び中間監査の基準で求められているその他の事項につい

て報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上

 
 
(注) １．上記の中間監査報告書の原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは中間監査の対象には含まれていません。
 

 
 

EDINET提出書類

株式会社朝日新聞社(E00718)

半期報告書

62/64



独立監査人の中間監査報告書
 

 

 
2023年12月12日

株式会社朝日新聞社

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

東京事務所

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 上坂 善章

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 新井 浩次

 

中間監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社朝日新聞社の2023年４月１日から2024年３月31日までの第171期事業年度の中間会計期間（2023年４月１日

から2023年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計

算書、重要な会計方針及びその他の注記について中間監査を行った。

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社朝日新聞社の2023年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（2023年４月１日

から2023年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。

中間監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査

の基準における当監査法人の責任は、「中間財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、

我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任

を果たしている。当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい

る。

中間財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中間財務諸表を作

成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成し有

用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間財務諸表を作成することが適切であるか

どうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に関する事

項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

中間財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した中間監査に基づいて、全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資

者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得て、中間監査報告書において独立の立場か

ら中間財務諸表に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に

又は集計すると、中間財務諸表の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断

される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に従って、中間監査の過程を通じて、職業的

専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 不正又は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応

する中間監査手続を立案し、実施する。中間監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、中間監査の意

見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。なお、中間監査手続は、年度監査と比べて監査手続の一部

が省略され、監査人の判断により、不正又は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示リスクの評価に基づいて、分

析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選択及び適用される。
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・ 中間財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作成と有用な情報の表示に関

連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注

記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として中間財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結

論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、中間監査報告書において中間財務諸表の注

記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間財務

諸表に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、中間監査報告書日までに入手した

監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 中間財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

ているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間財務諸表の表示、構成及び内容、並びに中間財務諸表が基

礎となる取引や会計事象に関して有用な情報を表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した中間監査の範囲とその実施時期、中間監査の実施過程で識別した

内部統制の重要な不備を含む中間監査上の重要な発見事項、及び中間監査の基準で求められているその他の事項につい

て報告を行う。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上

 
 
(注) １．上記の中間監査報告書の原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは中間監査の対象には含まれていません。
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